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検討の経緯等



健康・医療分野の要配慮個人情報の取扱い 議論の経緯 2

 令和元年10月に公表された「情報信託機能の認定に係る指針Ver2.0」において、要配慮個
人情報は対象外とされたが、利用者個人や社会のために情報銀行で活用するニーズが高いと
の意見により、検討を継続。

 健康・医療分野の情報は、利用者個人が情報自体の意味、その情報から推定され得るリスクや
利用者個人以外への影響等を十分に理解していないことが多く、その特殊性から、情報銀行での
取り扱いは、利用者個人に明示的に開示・説明され、十分に理解している情報であることが必要。

 令和2年度に、情報銀行で取り扱う情報として健康・医療分野の情報のレベル区分の整理や考
え方等の検討を進め、健康・医療分野のうち要配慮個人情報に該当しない個人情報の取扱い
が可能となるよう、令和3年8月に「情報信託機能の認定に係る指針Ver2.1」を改定。

 令和3年度の情報信託機能活用促進事業において、情報銀行における健康・医療分野の要配
慮個人情報の活用につき、活用ニーズの高い地域にてユースケースを想定し机上検討を実施。
要配慮個人情報に該当する情報の取扱いにつき、有識者の意見を参考に、対象情報や同意・
審査要件等を整理。

これまでの検討や、令和3年度事業の成果を踏まえ、
健康・医療分野の要配慮個人情報の取扱いについて、令和4年度に検討。



情報信託機能の認定スキームの在り方に関する検討会 要配慮個人情報ＷＧについて 3

 現行の指針において要配慮個人情報を含む
事業は認定の対象外であるところ、健康・医
療分野の要配慮個人情報は利用者個人や
社会のために活用するニーズが高いと考えられ
ることから、情報信託機能における当該情報
の取扱いについて検討を行う。

 具体的には、健康・医療分野の要配慮個人
情報の取扱いに係る対象情報、本人同意、
審査要件等の整理、認定に当たっての必要な
ルール見直し案の検討等を実施する。
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4

論点と対応方針



5検討の論点

１ 利用用途の制限
① 健康・医療分野の要配慮個人情報は、利用者個人の同意があったとしても、
その利用用途に制限を設けるべきか。

② 仮に利用用途に制限を設ける場合、その利用範囲はどのように規定すべきか。

２ 対象情報の範囲・情報の取得
① 情報銀行が取扱可能な情報項目をどのように規定するか。
② 健康・医療分野の情報レベルをどのような基準で区分するべきか。
③ 要配慮プロファイリングの取扱いについてはどう考えるか。

３ 医療専門職等の関与
① 情報銀行が健康・医療分野の要配慮個人情報を取り扱う際に、医療専門職等
の関与が必要か。

② 医療専門職の関与を求める場合、関与するタイミング、確認する事項などはどの
ようなものか。

４ 遵守すべき安全管理措置
① 情報銀行が健康・医療分野の要配慮個人情報を取り扱うに当たり、新たに
講ずべき安全管理措置はあるか。



6情報銀行において健康・医療分野の要配慮個人情報を扱うことの意義等

（1）目的
 本人の実効的な関与（コントローラビリティ）を確保し、本人が医療情報の価値とリスクを理解した上で自身の情
報を信託することで、本人の状態に合わせた適正かつ安全なサービスを受けられる環境を促進すること。

（2）取り扱うことの意義
 情報銀行は一定の基準を満たした事業者のみが認定されるため、数あるサービス提供事業者の中から一定の基
準を満たした事業者・サービスを選択することが可能であり、利用者本人の安心・安全に繋がる。

 ライフログや健診等情報の流通という面においては、PHRを活用したサービスと一部機能が重複する点も踏まえ、
情報銀行が介在することで以下のようなメリットがある。
・マイナポータルを介さない情報の安全な流通や、マイナポータルを介して流通するデータとの統合が安全に可能
・マイナポータルを介する情報であっても、複数のPHRの統合や、PHRと他の情報の統合を情報銀行が支援可能
・民間PHR事業者が安全性について十分なノウハウを有していない場合においても、情報銀行側が一定の基準
を満たしているため、安心・安全な流通を確保することが可能

 情報銀行で取り扱う情報は、利用者本人に明示的に開示・説明され十分に理解している情報である必要がある
一方、健康・医療分野の個人情報は、情報自体の意味や、その情報から推定され得るリスク、本人以外への影響
等について、利用者本人の十分な理解が得られないことも多く、慎重な取扱いが求められる。

 情報銀行の機能や、健康・医療分野の情報の性質を踏まえ、情報銀行が健康・医療分野の要配慮個人情報を
取り扱う目的や意義について、以下のとおり整理。

上記の意義のもと、健康医療分野の要配慮個人情報について
情報銀行が取り扱う際の留意すべき点について、検討を行う。



利用者個人以外のために利用
（間接的便益）

7健康・医療分野の要配慮個人情報 流通・活用のイメージ

患者 医療機関

医療機関・薬局等
医療関係の企業

医療分野
以外の企業等

提
供
先

受診

(医療機関から提供)

情報銀行が
第三者提供する際の確認

認定団体（IT連）
認定・更新

認定団体が
認定・更新する際の確認

第三者提供・活用

要配慮
個人情報

要配慮
個人情報

要配慮
個人情報

健診結果
（健診等情報）

医療 非医療

マイナポAPI

（マイナポータルと情報銀行との
連携による情報の取得）

データ倫理
審査会

データ提供
情報銀行が
データ取得する際の確認

情報銀行

患者に合った
医療の提供

フィットネスジム
での運動指導 等住民個別の生活支援

自治体・行政機関
非医療

第三者提供に係る確認

匿名加工
統計データ

加工

利用者個人のために利用
（直接的便益）

医療専門職
の関与

患者がデータ提供
する際の助言

医療専門職
の関与

かかりつけ医

地域の健康増進策、
福祉施策等への反映

症状等の研究
新薬開発
医療機器開発

生活習慣改善に向け
た運動プログラム等

のサービス開発

＜匿名加工情報・統計データは、指針において「個人情報」に関して設けられて
いる取扱上の制限等が適用されないため、検討のスコープ外＞



8論点１ 利用用途の制限

医療
機関等

自治体
行政機関

その他
企業等

・住民個別の健診の受診勧奨
・要支援者、子育て世帯等への生活支援

［考え方①］
すべてのユースケースを想定することは現
実的ではないため、指針では「考え方」を
示すこととし、その考え方との整合性につい
て医療専門職が参加するデータ倫理審
査会に諮問することとしてはどうか。

公的・行政サービス

患者に対する直接的な医療の提供

ヘルスケアサービス
・フィットネスジムの運動支援 ・レシピ提案

子育て支援サービス
・保育園での預かり ・シッター派遣

情報提供サービス
・ヘルスケアに係る商品・サービスの広告等の情報提供

［検討事項］
① 健康・医療分野の要配慮個人情報は、利用者個人の同意があったとしても、その利用用途に制限を設けるべきか。
② 仮に利用用途に制限を設ける場合、その利用範囲はどのように規定すべきか。

介護保険法及び老人福祉法に規定する介護関係事業

保険関連サービス
・保険の提案・見直し

［考え方②］
第三者提供・活用に当たっては、利用者個人に
とって「明確な便益」があることが担保されるべき
ではないか。
また、利用者個人以外のための利用については、
利用者個人のための利用がある場合に限り、容
認することとしてはどうか。

介護保険外サービス
・家事代行サービス ・高齢者見守り

【主なユースケース（例）】

［考え方③］
利用者個人以外のためにも利用する場合には、当
該利用用途には「公益性」が求められるのではないか。
また、利用者個人から同意を得る際に、利用者個人
以外のためにも利用することについて、明確に説明を
行うべきではないか。

B. 利用者個人以外のために利用（間接的便益）A．利用者個人のために利用（直接的便益）

政策立案
・地域の健康増進に係る政策の企画
・地域全体での高齢者サポート体制づくり

情報銀行 医療専門職
の関与

データ倫理
審査会

研究・新薬開発・医療機器開発

新製品・サービスの開発
・生活習慣改善に向けた運動プログラム開発
・特定の疾病の方に向けた健康食品の開発
・健康チェックソフト・アプリ開発

製品・サービスの改良・改善
・従業員の体制整備、充実
・車椅子、歩行器等の性能改善

■利用者個人のために利用
・利用者個人にとって「明確な便
益」があるか［考え方②］

■利用者個人以外のために利用
・利用用途に「公益性」があるか。
［考え方③］

【主なユースケース（例）】
審査

明
確
な
便
益
が
求
め
ら
れ
る

公
益
性
が
求
め
ら
れ
る

（付加的サービス）クーポン・ポイント付与



9利用者個人にとって「明確な便益」があること

 情報銀行は、指針において、「利用者個人が、信頼できる主体に個人情報の第三者提供を委任
する」ものであるとされている。情報銀行が要配慮個人情報を取り扱うに当たっては、利用者
個人の信頼に足る安全性が厳密に要求される。

 認定情報銀行の信頼性確保のためには、直接的な不利益は生じないにしても、利益が無いのに
情報提供してしまうこと自体が不利益になるという考え方の下、利用者個人に「明確な便益」
がもたらされることを要件とすべき。

考え方

 利用者個人に提供される便益について、その便益が確実にもたらされると認めるに足る根拠が示さ
れること。

 「利用者個人に提供される便益」は、利用者個人の健康増進や適切な医療の提供といった「健康メ
リット」を原則とするが、介護保険外サービス、子育てサービス、保険関連サービスなどの「健
康・医療に関連するメリット」についても、下記の「根拠」があることを前提に容認する。
※ クーポン・ポイントの付与は、要配慮個人情報を利用者個人のために利用して提供される直接的便益に付随

する「付加的サービス」と整理。
 「その便益が確実にもたらされると認めるに足る根拠」とは、医療専門職による診断・助言のほか、

学会等におけるコンセンサスなど、データ提供時点において一定の合理性が認められる知見・見解
のことを指す。

※情報提供サービスについては、医療専門職による診断・助言を踏まえて特定の商品・サービスを勧めるなど、
その情報に「根拠」があることを求める。

 その根拠の妥当性の判断に当たっては、医療専門職の参加するデータ倫理審査会への諮問を要する。

認められる利用用途の要件（「明確な便益」とは何か）



10「利用者個人のために利用」 と 「利用者個人以外のために利用」

B. 利用者個人以外のために利用（間接的便益）

A．利用者個人のために利用 （直接的便益）①

②
A．利用者個人のために利用 （直接的便益）

③ B. 利用者個人以外のために利用（間接的便益）

健康に関する「明確な便益」があること

（対象外）※今後の運用状況を踏まえて検討

利用用途 要件

「公益性」があることとは（案）
 例えば、健康・医療分野であれば障害者の支援、公衆衛生の向上を目的とする事業など、行政分

野であれば地域社会の健全な発展を目的とする事業など、教育・スポーツ分野では児童又は青少
年の健全な育成、国民の心身の健全な発達への寄与のために利用する用途を想定。

 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成18年法律第49号）の別表に定める
「公益に関する事業」を参考として、それに類する事業であれば「公益性」があると類推する。

「公益性」があること

健康に関する「明確な便益」があること

（例）患者に対する直接的な医療の提供
本人に合ったヘルスケアサービスの提案

（例）本人に合ったヘルスケアサービスの提案 ＆
同じ症状がある方に向けた新規ヘルスケアサービスの開発

（例）特定の症状がある方に向けた新規ヘルスケアサービスの開発 のみ
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論点 対応方針 対応方針に向けた考え方

利用用途の制限に係る
指針改定の方針

指針では、利用用途の制限に関する考え方を示す。利
用用途と考え方の整合性については医療専門職が参
加するデータ倫理審査会に諮問する。

すべてのユースケースを想定することは現実的で
はないため、指針では考え方のみを示すこととし、
運用時はデータ倫理審査会にて判断すべき。

第三者提供・活用する
ための要件

利用者個人に提供される便益について、その便益が確
実にもたらされると認めるに足る根拠が示されることを要
件とする。

 「利用者個人に提供される便益」は、利用者個人の健
康増進や適切な医療の提供といった「健康メリット」を原
則とするが、介護保険外サービス、子育てサービス、保
険関連サービスなどの「健康・医療に関連するメリット」に
ついても、下記の「根拠」があることを前提に容認する。
※クーポン・ポイントの付与は、要配慮個人情報を利用者個人のために
利用して提供される直接的便益に付随する「付加的サービス」と整
理。

 「その便益が確実にもたらされると認めるに足る根拠」とは、
医療専門職による診断・助言のほか、学会等におけるコ
ンセンサスなど、データ提供時点において一定の合理性
が認められる知見・見解のことを指す。
※情報提供サービスについては、医療専門職による診断・助言を踏まえ
て特定の商品・サービスを勧めるなど、その情報に「根拠」があることを
求める。

 その根拠の妥当性の判断に当たっては、医療専門職の
参加するデータ倫理審査会への諮問を要する。

情報銀行は、指針において、「利用者個人が、
信頼できる主体に個人情報の第三者提供を委
任する」ものであるとされている。情報銀行が要
配慮個人情報を取り扱うに当たっては、利用者
個人の信頼に足る安全性が厳密に要求される。
認定情報銀行の信頼性確保のためには、直接
的な不利益は生じないにしても、利益が無いの
に情報提供してしまうこと自体が不利益になると
いう考え方の下、利用者個人に明確な便益が
もたらされることを要件とすべき。
根拠については、ヘルスケアサービス等医療行為
以外での利用に当たっては、医学的エビデンスを
示すことが困難なことも想定されることから、デー
タ提供時点において一定の合理性が認められる
知見・見解であれば、根拠として容認することと
する。

論点１ 利用用途の制限 対応方針の整理①



12

論点 対応方針 対応方針に向けた考え方

利用者個人以外の
ために利用する場合

利用者個人以外のための利用については、利
用者個人のための利用がある場合に限り、容
認する。

利用者個人以外のための利用については、当
該利用用途に「公益性」がある場合に限り、容
認する。

利用者個人から同意を得る際に、利用者個
人以外のために利用することについて、明示的
に説明を行う。

（なお、利用者個人以外のためのみに利用する
場合については、今後の運用状況を踏まえて継
続して検討する。）

健康・医療分野の要配慮個人情報は、医療分野における
サービスの開発や改善など、利用者個人以外のための利用
にもニーズが見込まれるが、取扱いに配慮を要する情報であ
ることから、「利用者個人以外のための利用」は「利用者個
人のための利用」がある場合に限り容認することとし、かつ、
その「利用者個人以外のための利用」には「公益性」がある
ことを求めるべきと考える。

また、公益に関する事業に利用する場合であっても、提供
先第三者によっては企業活動としての側面もある。そういっ
た実態を踏まえ、利用者個人が正しく理解した上でデータ
提供への同意の判断ができるよう、事業の目的等について、
丁寧に説明を行うべき。

利用者個人以外のためのみに利用する場合については、利
用者個人にとっても間接的に便益を受ける可能性があるも
のの、要配慮個人情報の取扱いは慎重であるべきであるこ
とから、まずは利用者個人にとって直接の便益が与えられる
利用用途に限ることとし、今後の運用状況を踏まえて継続
して検討する。

第三者提供先に
求める取扱い

●現行の指針に定める認定基準に準じる。 「民間PHR事業者による健診等情報の取扱いに関する基
本的指針」（令和3年4月総務省、厚生労働省、経済産
業省）と整合を取る。

論点１ 利用用途の制限 対応方針の整理②



13（参考）第３回WGにおける主な構成員コメント

＜論点１ 利用用途の制限 前回会合での議論を踏まえた論点の再整理 関連＞
（「明確な便益があること」 と 「不利益がないこと」）
• 情報銀行の認定審査では本人にどういう利益があるのかが確認された上で認定されている。要配慮個人情報を扱う場合には明

確な便益は要らないという判断は現在の認定制度とは違うものになる。明確な便益を要求した方がよい。（森主査）
• 機微性の極めて高い要配慮個人情報である医療情報が、利用者個人のために全く役に立たないが他の誰かのために使ってもい

いというのはよくない。明確な便益があることを要件とすべき。
• ポイント付与が明確な便益かどうかについて、本人が判断する場合、ポイント付与を重視しリスクが生じることについて十分な判断

ができるだろうか。基本的には健康・保健・医療上のメリットがあって、プラスアルファとしてポイントがあるということがよい。ポイントのみ
付与というのは医療情報による便益として適切ではない。

• 便益の対象となる分野としては、狭い意味での健康・医療だけに当然限定されず、介護や子育てという関係する分野は当然含ま
れるだろう。あまり狭く限定する必要はない。（長島構成員）

• 明確な便益があることを要件としてよいかと思うが、信頼性担保のために明確なメリットがあることを優先して進め、徐々に仕組みと
して信頼され価値判断できるようになってきたら、要件を拡大するというように発展にしていってもよいのではないか。

• ポイントは含めない方が便益として分かりやすい。その上で、かかりつけ医等のアドバイス等で補強していけばよいのではないか。
（石見構成員）

（便益のエビデンス・根拠）
• 例えば学会のガイドラインや専門家集団の一定の共通認識とか共通理解というのも含め、少し広めに捉えるということよいのではな

いか。（長島構成員）
• 必ず便益が生じるのかというとそうでもない。明確な便益を目的とすることぐらいのほうがよいのではないか。また、現状はつながらない

が医学の発展によっては差別につながるような情報は存在する。「現状の知見によれば」と書くなど、文章にする上で言葉を補うべき。
（山本構成員）

• 現実にはエビデンスが十分でない場合があり得る。専門家のコンセンサスがあることのような言葉も追加すべき。（石見構成員）



14（参考）第３回WGにおける主な構成員コメント

＜論点１ 利用用途の制限 前回会合での議論を踏まえた論点の再整理 関連＞
（利用者個人のために利用（直接的便益）と利用者個人以外のために利用（間接的便益））

• 利用者本人以外のためにも利用するというときに公益性がないということは優良情報銀行としてはお薦めできない。利用者個人以
外のために利用するのであれば公益性は必要と考えている。（森主査）

• コミュニティの広さによって自分に戻ってくる感覚が変わるとは思うが、最終的には一部分は間接的に本人のメリットにもなると思うの
で、間接的便益のみの場合でも情報銀行の対象になるのではないか。間接的便益のみの場合は次のステップで検討を進めるとい
うような整理はあってもよいのではないか。（石見構成員）

• 利用者個人以外のために利用するのみの場合は情報銀行が行うものなのか。もちろんそういう気持ちの人もいてよいとは思うが、
個人には全く返ってこない公益のためだけに情報提供するということが情報銀行の機能に当たるかは、そもそもの情報銀行の目的
とバランスを取る必要がある。

• 創薬や医療機器開発は公衆衛生の向上に資する一方で民間事業として事業収益を上げる活動でもある。そういうところまで利
用者個人が認識した上で情報銀行を利用すべき。（高口構成員）

• 間接的便益は外すべき。直接的便益のみと直接的便益と間接的便益の両方ある場合だけにとどめるべき。（長田構成員）



15（参考） 「公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律」における公益に関する事業

別表（第二条関係）
一 学術及び科学技術の振興を目的とする事業
二 文化及び芸術の振興を目的とする事業
三 障害者若しくは生活困窮者又は事故、災害若しくは犯罪による被害者の支援を目的とする事業
四 高齢者の福祉の増進を目的とする事業
五 勤労意欲のある者に対する就労の支援を目的とする事業
六 公衆衛生の向上を目的とする事業
七 児童又は青少年の健全な育成を目的とする事業
八 勤労者の福祉の向上を目的とする事業
九 教育、スポーツ等を通じて国民の心身の健全な発達に寄与し、又は豊かな人間性を涵かん養す

ることを目的とする事業
十 犯罪の防止又は治安の維持を目的とする事業
十一 事故又は災害の防止を目的とする事業
十二 人種、性別その他の事由による不当な差別又は偏見の防止及び根絶を目的とする事業
十三 思想及び良心の自由、信教の自由又は表現の自由の尊重又は擁護を目的とする事業
十四 男女共同参画社会の形成その他のより良い社会の形成の推進を目的とする事業
十五 国際相互理解の促進及び開発途上にある海外の地域に対する経済協力を目的とする事業
十六 地球環境の保全又は自然環境の保護及び整備を目的とする事業
十七 国土の利用、整備又は保全を目的とする事業
十八 国政の健全な運営の確保に資することを目的とする事業
十九 地域社会の健全な発展を目的とする事業
二十 公正かつ自由な経済活動の機会の確保及び促進並びにその活性化による国民生活の安定向上

を目的とする事業
二十一 国民生活に不可欠な物資、エネルギー等の安定供給の確保を目的とする事業
二十二 一般消費者の利益の擁護又は増進を目的とする事業
二十三 前各号に掲げるもののほか、公益に関する事業として政令で定めるもの

●公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成18年法律第49号）



・ 個人情報保護法を含む必要となる法令を遵守していること
・ プライバシーポリシー、セキュリティポリシーが策定されていること
・ 個人情報の取扱いの業務を的確に遂行することができる知識及び経験を有し、社会的信用を有するよう実施でき、ガ
バナンス体制が整っていること
（例）類似の業務知識及び経験を有する。プライバシーマーク・ISMS認証などの第三者認証を有する、FISC安全

対策基準に基づく安全管理措置を講じている（以下「第三者認証等の取得等」という。）等
・ 提供先第三者との間でモデル約款の記載事項に準じた契約を締結することで、提供先第三者の管理体制を把握するなど
適切な監督をすること、提供先第三者にも、情報銀行と同様、認定基準に準じた扱い（セキュリティ基準、ガバナンス体制、
事業内容等）を求めること等

・ 提供先第三者が第三者認証等の取得等をしていないが、認定団体が認める業種別ガイドラインにおける安全管理措置
を遵守している事業者であると認定団体が認める場合には、既存の第三者認証等の取得等に相当するものとみなす
・ 提供先第三者が第三者認証等の取得等をしていない場合であっても、情報銀行が次のⅰ～ⅲのいずれかの対策を講じ
た上で、それぞれのケースにおいて求められる情報セキュリティ・プライバシーに関する具体的基準を提供先第三者が遵守して
いると認められる場合には、情報を提供することができる
ⅰ 情報は情報銀行が管理し、提供先第三者には転記・複写禁止の契約を締結し、一覧での閲覧や任意検索ができな
い方法で、一人分のみ検索できる技術的対策を施した上で、必要な情報の閲覧のみができることとする

ⅱ 提供先第三者において特定の個人を識別できないよう、当該個人情報に含まれる記述等の一部の削除処理（当
該一部の記述等を復元することのできる規則性を有しない方法により他の記述等に置き換えることを含む。）を行い、提
供先第三者に提供する

ⅲ 情報銀行の監督下で、提供先第三者から第三者認証等の取得等をしている者に個人情報の取扱いを全て委託さ
せる。また、提供先第三者の委託先に対して情報銀行の監督が及ぶよう提供先第三者と委託先間の委託契約に規定
し、提供先第三者に渡る情報は上記ⅰ又はⅱの条件を満たすものとする

16（参考） 現行の指針における認定基準 第三者認証等の取得

情報信託機能の認定に係る指針Ver2.2 ※抜粋

Ⅲ 情報信託機能の認定基準
１ 事業者の適格性
（２）業務能力など



17論点２ 対象情報の範囲・情報の取得における考え方

個人が自らの健康管理に利用可能な「個人情報の保護に関する法律」上の
要配慮個人情報で、次に掲げるもの、及び予防接種歴

個人がマイナポータル
API等を活用して入
手可能な健康診断
等の情報

医療機関等から個人
に提供され、個人が
自ら入力する情報

個人が自ら測定又は
記録を行うものであっ
て、医療機関等に提
供する情報

データ倫理
審査会

レベル２に該当する情報かどうかを審査
（利用者個人に明示的に開示・説明されており、

十分に理解しているか）

情報銀行
レベル３情報は
取得不可

患者 医療機関

患者へのデータ提供
に関する助言

かかりつけ医

［考え方①］
情報項目の範囲は、「PHR指針」との
整合を取り、同指針に定める「健診等情
報」としてはどうか。

［検討事項］
① 情報銀行が取扱可能な情報項目をどのように規定するか。
② 健康・医療分野の情報レベルをどのような基準で区分するべきか。
③ 要配慮プロファイリングの取扱いについてはどう考えるか。

［考え方③］
取得する情報のレベル区分はデータ倫
理審査会で審議することとしてはどうか。
ただし、マイナポータルAPIで取得可能
な情報については、審議不要としてはどう
か。
［考え方④］
プロファイリングについては、提供される要
配慮個人情報を超えた情報を生成する
ことは認めないこととしてはどうか。

審議不要（同意のみ）

医療専門職
の関与

マイナポAPI
要配慮
個人情報

取扱い可能な範囲

［考え方②］
情報レベル区分の考え方は従来通りと
した上で、レベル３情報は取扱不可とし
てはどうか。
利用者個人が提供データについて十分
理解できるよう、データ取得時にはかかり
つけ医等医療専門職の助言を得るよう
促すこととしてはどうか。

明示的に開示・説明
かかりつけ医の助言を得るよう促す

データ提供

相談

かかりつけ医への
情報提供



検討を踏まえ整理した健康・医療分野の情報のレベル区分

取扱い
レベル 情報区分 考え方、情報項目例

レベル０ 利用者個人の同意を必要とせずに取得・提
供可能な、個人情報に該当しない情報

・統計データ
・匿名加工情報

レベル１
利用者個人の同意に基づいて取得・提供可
能な、要配慮個人情報に該当しない健康・
医療分野の個人情報

・利用者個人に対して医師その他医療に関連する職務に従事する者により
行われた疾病の予防及び早期発見のための健康診断その他の検査の結果
等ではなく、健康診断、診療等の事業及びそれに関する業務とは関係ない
方法により知り得た個人情報※

※例えば、利用者個人の病歴や個人情報の保護に関する法律施行令第2条第1号から第3号ま
での事項を内容とする記述等は含まれない
※健診機関や医療機関等において医療専門職が管理する情報を除く

【情報項目例】
歩行測定、体重、体脂肪、体温、血圧、脈拍等のバイタルデータ

レベル２

利用者個人の同意と医療専門職（医師、
歯科医師、薬剤師、保健師等）の助言に
基づいて情報銀行が取得し、データ倫理審
査会において医療専門職の助言と承認に基
づいて提供可能な、健康・医療分野の要配
慮個人情報

・「PHR指針」に定める「健診等情報」※に該当し、利用者個人に明示的に
開示・説明されており、利用者個人が十分に理解している医療情報
※「PHR指針」に定める「健診等情報」に該当するもの
個人が自らの健康管理に利用可能な個人情報保護法上の要配慮個人情報で、次に掲げるもの
及び予防接種歴
・個人がマイナポータルAPI等を活用して入手可能な健康診断等の情報
・医療機関等から個人に提供され、個人が自ら入力する情報
・個人が自ら測定又は記録を行うものであって、医療機関等に提供する情報

【情報項目例】
法定健診項目（既往歴含む）、アレルギー、お薬手帳、OTC医薬品 等

レベル３ レベル２において取り扱いを保留する情報
・利用者個人に明示的に開示・説明されていない、又は利用者個人が十分
に理解することが困難な医療情報
【情報項目例】 腸内細菌、口腔内細菌、遺伝子情報 等

18

※赤字部分は、 「情報信託機能の認定スキームの在り方に関する検討会 とりまとめ」（令和3年8月発表）からの変更部分
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論点 対応方針（案） 対応方針に向けた考え方（案）

取扱可能な情報項目
情報項目の範囲 ●「民間PHR事業者による健診等情報の取扱いに

関する基本的指針」と整合を取り、同指針に定め
る「健診等情報」とする。

●その上で、レベル３に該当する情報は取扱不可と
する。

●取得する情報のレベル区分は、データ倫理審査
会で審議する。

●ただし、マイナポータルAPIで取得可能な情報につ
いては、データ倫理審査会での審議を不要とする。
（同意の取得にあたって明示的に開示・説明をす
る。）

既存の指針によって既に利活用が想定されている情報について
は、安心・安全な流通のニーズがあると見込まれるため、情報
銀行が取り扱えるようにする必要がある。
しかしながら、利用者個人に明示的に開示・説明されていない、
または、医療専門職の助言があったとしても利用者個人が十
分に理解することが困難な情報（レベル３情報）については、
情報銀行による取扱いを不可とする。
なお、利用者個人に明示的に開示・説明されているかや、利
用者個人が十分に理解しているか否かは医療専門職の参加
するデータ倫理審査会で審議する。
マイナポータルAPIを活用して取得可能な情報は、第三者への
提供が想定されているものであるため、十分に理解しているか
否かの審議は不要とする※が、同意の取得にあたっては明示的
に開示・説明することを要する。
※今後の取得可能な情報の追加等により見直す可能性あり。

健康・医療分野の
個人情報のレベル
区分

●従来の考え方から変更はしない。
●利用者個人から情報を取得する際には、かかりつ
け医等医療専門職の助言を受けるよう促す。

利用者個人が正しい理解に基づいてデータ提供することが重
要なため、情報銀行が利用者個人から情報を取得（同意を
得る）際には、明示的に開示・説明することはもとより、かかり
つけ医等からの助言を得るよう促すべき。

要配慮プロファイリング
要配慮プロファイリン
グの扱い、可否

●提供される要配慮個人情報を超えて、新たに要
配慮個人情報の項目に相当する情報を生成しな
い。

本検討により健康医療分野の要配慮個人情報の取扱いがで
きるようになったとしても、あくまで同意の上で提供を受けた範囲
であるべき。

論点２ 対象情報の範囲・情報の取得 対応方針の整理
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患者 医療機関

医療機関・薬局等
医療関係の企業

医療分野
以外の企業等

提
供
先

認定団体（IT連）
認定・更新

第三者提供・活用

要配慮
個人情報

要配慮
個人情報

要配慮
個人情報

医療 非医療

マイナポAPI

データ倫理
審査会

データ提供

情報銀行

自治体・行政機関
非医療

第三者提供に係る確認

匿名加工
統計データ

加工

＜検討のスコープ外＞

情報銀行への
第三者提供時の確認

認定団体への
認定時、更新時の確認

情報銀行への
データ取得時の確認

医療専門職
の関与

患者へのデータ提供
に関する助言

医療専門職
の関与

かかりつけ医

論点３ 医療専門職の関与 関与するポイント

［検討事項］
① 情報銀行が健康・医療分野の要配慮個人情報を取り扱う際に、医療専門職等の関与が必要か。
② 医療専門職の関与を求める場合、関与するタイミング、確認する事項などはどのようなものか。

患者に合った
医療の提供

フィットネスジムでの
運動指導 等住民個別の生活支援

地域の健康増進策、
福祉施策等への反映

症状等の研究
新薬開発
医療機器開発

生活習慣改善に向けた運
動プログラム等のサービ

ス開発
利用者個人以外のために利用

（間接的便益）

利用者個人のために利用
（直接的便益）



21論点３ 医療専門職の関与 対応方針の整理

論点 対応方針（案） 対応方針に向けた考え方（案）

関与の要否 ●健康・医療分野の要配慮個人情報を取り扱う際には、
医療専門職の関与を要する。

論点１（利用用途の制限）や論点２（取扱い可能な
情報項目の範囲）で示したとおり、「要配慮個人情報」
の取扱いは、本人に対し不利益が生じないよう、特に慎
重であるべきであり、利用用途や取り扱う情報項目をはじ
め、事業の内容、運用状況が適切であることを担保する
必要がある。
そのため、ポイントとなるタイミングで医療専門職が専門的
な見地から助言するべきと考える。

関与する場面等 ●関与する場面等について、以下の表のとおり整理する。

医療専門職が関与する場面の整理（案）

いつ 誰に対して どの立場から 何を確認するか / 何について助言するか

1.
認定・更新に当
たっての関与

認定時 認定団体 有識者 ・申請された事業内容について、提供先での利用用途が適切であるか。
（データ倫理審査会において適切であると判断していることについて、認定
団体において確認する。）

更新時 認定団体 有識者 ・認定以降、データ倫理審査会が、利用用途や提供先の確認を適切に
行っていたかどうか。

2.
データ倫理審査
会での関与

データ取得時 情報銀行 データ倫理審査会 ・提供される情報がレベル２に該当するか（取り扱うことができるか）どうか。
（①利用者個人に明示的に開示・説明されているかどうか、
②利用者個人が十分に理解しているかどうか）

第三者提供時 情報銀行 データ倫理審査会 ・提供先における利用用途が適切であるか。
・提供先が、認定基準に準じた情報の取扱いが可能であるかどうか。

3.
個人の正確な理
解のための関与

データ委任時 利用者個人
（患者）

かかりつけ医等 ・提供しようとする要配慮個人情報の内容がどのようなものか。
・提供した場合のメリット、リスクはどのようなものか。



22論点３ データ提供時におけるかかりつけ医等の助言について

論点 対応方針（案） 対応方針に向けた考え方（案）

かかりつけ医等の助言
の要否

●情報銀行は、利用者個人から情報を取得する際に
は、かかりつけ医等医療専門職の助言を受けるよう促
す。

（●なお、かかりつけ医等の助言を受けるか否かの判断
は利用者個人に委ねることとし、情報銀行に対して利
用者個人が実際に助言を受けたか否かの確認をする
ことは求めない。）

利用者個人が正しい理解に基づいてデータ提
供することが重要なため、情報銀行が利用者
個人から情報を取得（同意を得る）際には、
明示的に開示・説明することはもとより、かかりつ
け医等からの助言を得るよう促すべき。

かかりつけ医等の正確
な判断を助けるための
情報銀行の役割

●情報銀行は、かかりつけ医等から求められた場合には、
追加の情報提供等に努めなければならない。

かかりつけ医等の正確な判断を助けるため、そ
れに必要な情報が適切に開示される必要があ
る。

（参考）現行指針 Ⅲー４事業内容（２）利用者個人への明示及び対応 において、
「利用者個人に対しわかりやすく示す」こととされている事項
・情報銀行の行う事業及び対象とする個人情報の範囲、事業による便益、提供先第三者

や利用目的に応じたリスク（注意点）
・対象となる個人情報とその取得の方法、利用目的、統計情報・匿名加工情報に加工し

て利用・提供する場合はその旨、仮名加工情報に加工して利用する場合はその旨、個
人関連情報を取り扱う場合はその旨と取り扱う情報の概要、取得元

・個人情報の第三者提供を行う場合の提供先第三者及び利用目的に関する判断基準及び
判断プロセス

・情報銀行が提供する機能と、利用者個人がそれを利用するための手続き
・利用者個人が相談窓口を利用するための手続き



23論点４ 遵守すべき安全管理措置

(参考) 医療情報を取り扱う情報システム・サービスの提供事業者における安全管理ガイドライン（令和4年8月改定） ※抜粋
３ 医療情報の安全管理に関する義務・責任
3.1. 法律関係 3.1.1.安全管理義務

(2)安全管理措置を講じる義務
個人情報保護法では、医療機関等と対象事業者は、それぞれその取り扱う個人データの安全管理のために必要かつ適切な措置を講ずる義務を負
う（個人情報保護法23条）。そして、医療機関等が対象事業者に対して個人データの取扱いを委託している場合、委託元は、委託先においてそ
の取扱いを委託した個人データの安全管理が図られるよう、委託先を監督する義務（以下、「監督義務」という。）を負うと規定されている（個人情
報保護法25条）。

論点 対応方針（案） 考え方（案）

講ずべき安全管理措置 ●現行の指針で求める基準に加え、「医療情報を
取り扱う情報システム・サービスの提供事業者にお
ける安全管理ガイドライン」（総務省・経済産業
省）の遵守を求める。

●提供先に関しても契約書において安全管理措置
の確認を義務付ける。

現行指針において「業法や業種別ガイドラインなどで安全管
理措置が義務付けられている場合にはそれを遵守していること
を示すこと」を求めている。
医療情報を扱う事業者を対象とする既存のガイドラインとして
「医療情報を取り扱う情報システム・サービスの提供事業者に
おける安全管理ガイドライン」があることから、これと整合を取る
ため、同ガイドラインで求められる措置を実施する必要があると
考える。

［検討事項］
① 情報銀行が健康・医療分野の要配慮個人情報を取り扱うに当たり、新たに講ずべき安全管理措置はあるか。
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参考資料



25個人情報保護法における要配慮個人情報に関する規定

（要配慮個人情報）
第二条 法第二条第三項の政令で定める記述等は、次に掲げる事項のいずれかを内容とする記述等（本人の病歴又
は犯罪の経歴に該当するものを除く。）とする。
一 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の個人情報保護委員会規則で定める心身の機能
の障害があること。

二 本人に対して医師その他医療に関連する職務に従事する者（次号において「医師等」という。）により行わ
れた疾病の予防及び早期発見のための健康診断その他の検査（同号において「健康診断等」という。）の結果

三 健康診断等の結果に基づき、又は疾病、負傷その他の心身の変化を理由として、本人に対して医師等により
心身の状態の改善のための指導又は診療若しくは調剤が行われたこと。

四・五 （略）

●個人情報の保護に関する法律施行令（平成15年政令第507号）

●個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）
（定義）

第二条 この法律において「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、次の各号のいずれかに該当す
るものをいう。
一・二 （略）

２ （略）
３ この法律において「要配慮個人情報」とは、本人の人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、犯罪により
害を被った事実その他本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を
要するものとして政令で定める記述等が含まれる個人情報をいう。

４～10 （略）
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Ⅱ 適用範囲

１ 本指針の基本的な運用について
（３）本指針の対象とする事業における個人情報の範囲
・本指針では、情報銀行が利用者個人から委任を受けて管理及び第三者提供を行う個
人情報として、要配慮個人情報を含む事業は、認定の対象としない。

３ 本指針の対象とするサービス
（２）事業で扱うデータの種類
（略）
・本指針が認定の対象とする事業において取扱可能である個人情報には、要配慮個人
情報は含まない。なお、健康・医療分野の個人情報のうち、次に記載する情報は、要
配慮個人情報に該当しないことから取扱可能である。
・利用者個人に対して医師その他医療に関連する職務に従事する者により行われた疾
病の予防及び早期発見のための健康診断その他の検査の結果等ではなく、健康診断、
診療等の事業及びそれに関する業務とは関係ない方法により知り得た個人情報であっ
て、例えば以下のもの（本人の病歴や個人情報の保護に関する法律施行令第2条第1号から第
3号までの事項を内容とする記述等は含まない）。

●「情報信託機能の認定に係る指針」Ver2.2（令和4年6月改定） 抜粋
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●「情報信託機能の認定に係る指針」Ver2.2（令和4年6月改定） 抜粋

Ⅱ 適用範囲
３ 本指針の対象とするサービス
（１）個人情報の提供に関する同意の方法
・認定の対象は、
①事業者が個人情報の第三者提供を利用者個人が同意した
一定の範囲において利用者個人の指示等に基づき行い、
その際利用者個人に代わり第三者提供の妥当性を判断す
るサービスと、

②利用者個人が個別に第三者提供の可否を判断するサービ
スのうち、情報銀行が比較的大きな役割を果たすもの

とする。

① 事業者が利用者個人の
指示等に基づき、利用者個
人に代わり第三者提供の妥
当性を判断するサービス

② 利用者個人が個別に第三者
提供の可否を判断するサービス

②-1 ②-2①

（２）事業で扱うデータの種類
・本指針は、個人情報を扱う事業を対象に、安心・安全で信
頼して利用出来る情報銀行という観点から認定要件を定め
ており、個人情報を全く扱わない事業は対象としない。

・本指針が認定の対象とする事業において取扱可能である個
人情報には、要配慮個人情報は含まない。（略）

認定対象

統計データ、匿名加工情報、
仮名加工情報、個人関連
情報を扱うサービス

個人情報と、統計データ、匿名加工情報、
仮名加工情報又は個人関連情報の
両方を扱うサービス

個人情報を扱う
サービス

認定対象

現行の認定指針における認定対象の範囲
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１．健康・医療分野の情報の取扱い
• 指針ver2.0では、要配慮個人情報は認定対象外であり、今後の取扱いは継続検討とされた。
• 一方、要配慮個人情報のうち、健康・医療分野の情報については、安全に配慮した上で、本人や社会のために情報銀
行において活用するニーズは高いとの意見が多く出ている。

• 健康・医療分野の情報は、本人が情報自体の意味や、その情報から推定され得るリスク、本人以外への影響等を十分
に理解していないことが多く、その特殊性から、情報銀行で取扱う情報については、本人に明示的に開示・説明されてお
り、本人が十分に理解している情報であることが必要である。

• この観点から、情報銀行で取扱う情報の検討にあたり、健康・医療分野の情報のレベル区分を行い、その考え方を整理
した。

情報区分 考え方、情報項目例

レベル０ 本人の同意を必要とせずに取得・提供可能な、個人情
報に該当しない情報

・統計データ
・匿名加工情報

レベル１ 本人の同意に基づいて取得・提供可能な、要配慮個人
情報に該当しない健康・医療分野の個人情報

・本人に対して医師その他医療に関連する職務に従事する者により行われた疾病
の予防及び早期発見のための健康診断その他の検査の結果ではなく、健康診断、
診療等の事業及びそれに関する業務とは関係ない方法により知り得た個人情報
※
※例えば、本人の病歴や個人情報の保護に関する法律施行令第2条第1号から第3号まで
の事項を内容とする記述等は含まれない
【例】歩数、体重、体脂肪、体温、血圧、脈拍 等のバイタルデータ

レベル２
本人同意と医療専門職（医師、歯科医師、薬剤師、
保健師等）の助言に基づいて情報銀行が取得し、データ
倫理審査会において医療専門職の助言と承認に基づい
て提供可能な、健康・医療分野の要配慮個人情報

・本人に明示的に開示・説明されており、本人が十分に理解している医療情報
【例】法定健診項目（既往歴含む）、アレルギー、お薬手帳、OTC医薬品 等

レベル３ レベル２において取り扱いを保留する情報
・レベル２情報に含まれない情報
【例】レベル２情報に含まれない検査結果、腸内細菌、口腔内細菌、遺伝子情
報 等

 情報銀行で取扱う健康・医療分野の情報のレベル区分（レベルが上がるほど慎重な取扱いが必要）

（情報信託機能の認定スキームの在り方に関する検討会（第18回） 資料18-2より）
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１．健康・医療分野の情報の取扱い

【参考】 レベル１情報（健康・医療分野の個人情報のうち、要配慮個人情報に該当しないもの※）の内容
※本人の病歴や個人情報の保護に関する法律施行令第2条第1号から第3号までの事項を内容とする記述等は含まれない。

・本人に対して医師その他医療に関連する職務に従事する者により行われた疾病の予防及び早期発見のための健康診断その他の検査の
結果ではなく、健康診断、診療等の事業及びそれに関する業務とは関係ない方法により知り得た個人情報であって、例えば以下のもの。

• 認定指針においては、レベル区分に基づき、第１段階として、指針ver2.0で取扱い可能な統計データ・匿名加工情
報（レベル０情報）及び要配慮個人情報に該当しない健康・医療分野の個人情報（レベル１情報）の取扱いに
ついて追記を行う。

• 今後は、PHRの検討状況と整合を図りながら、第２段階として、要配慮個人情報に該当する情報（レベル２情報）
の取扱いについて、対象情報や同意・審査要件等を継続的に検討し、認定指針の改定を行うことが望ましい。

項目

１ 歩行測定（歩数・歩幅・ピッチ・接地角度・離地角度・外回し距離）

２ 体重

３ 体脂肪

４ 体温

５ 血圧

６ 脈拍

７ 心拍数

８ 消費カロリー

９ 摂取カロリー

１０ 睡眠時間

１１ 月経日

項目

１２ 内臓脂肪レベル

１３ 水分量

１４ 筋肉量

１５ 骨量

１６ タンパク質

１７ 基礎代謝

１８ 皮下脂肪

１９ 呼吸数

２０ 酸素飽和度（取り込まれた酸素のレベル）

２１ ストレスチェック

２２ 肌の状態

２３ 視力

（情報信託機能の認定スキームの在り方に関する検討会（第18回） 資料18-2より）
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１．本指針の基本的事項
１．１．本指針の対象とする情報の定義

本指針が対象として想定するPHRサービスにおいて活用される情報としては、個人が自らの健康管
理に利用可能な「個人情報の保護に関する法律」（平成15年法律第57号。以下「個人情報保護
法」という。）上の要配慮個人情報で、次に掲げるもの（以下「健診等情報」という。）とする。

・個人がマイナポータルAPI等を活用して入手可能な健康診断等の情報
・医療機関等から個人に提供され、個人が自ら入力する情報
・個人が自ら測定又は記録を行うものであって、医療機関等に提供する情報

※健診等情報の具体例として、予防接種歴、乳幼児健診、特定健診、薬剤情報等が挙げられる。
※「個人がマイナポータルAPI等を活用して入手可能な健康診断等の情報」は、健康保険組合等から入手する場
合又は個人が自らアプリ等に入力する場合も含む。」としている。

「民間PHR事業者による健診等情報の取扱いに関する基本的指針」 （総務省、厚生労働省、経済産業省）※抜粋
（2021年4月公表、2022年4月更新）

PHR指針において対象となる情報
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①自己情報取得APIで取得可能な情報（例）
◆健康医療分野（予防接種歴や各種制度の給付情報等）
◆子育て分野（妊産婦・乳児・幼児の健康診断情報）
◆健康医療分野 （検診情報（がん検診、肝炎ウイルス検診、歯周疾患検診）

②医療保険情報取得APIで取得が可能な医療保険情報
◆薬剤情報（調剤日、薬剤名 等）
◆特定健診情報（基本項目（既往歴、血液検査、心電図、眼底検査 等）、
医師の判断、質問票 等）

◆医療費通知情報（診療年月、窓口負担相当額 等）

マイナポータルで提供可能な健診等情報の項目 （例）



＜健診等情報の中で提供が開始された、妊産婦・乳児・幼児の健康診断情報＞

出生時の情報

把握日

妊娠高血圧症候群

尿蛋白

尿糖

高血圧／浮腫

貧血

糖尿病

多胎妊娠

帝王切開術

骨盤位

在胎週数

出生時の特記事項

新生児期の特記事項

出生時体重（ｇ）

出生時身長（ｃｍ）

出生時頭囲（ｃｍ）

出生時胸囲（ｃｍ）

栄養方法（新生児期）

先天性代謝異常等検査

新生児聴覚検査方法（初回検査）

新生児聴覚検査結果（初回検査）

新生児聴覚検査方法（再検査結果）

新生児聴覚検査結果（再検査結果）

新生児聴覚検査結果（精密検査）

項目

妊婦健診情報

妊婦週数

妊娠前の体重

健診時体重

身長（初回）

妊娠高血圧症候群

妊娠糖尿病

血液型等の検査（ＡＢＯ血液型）

血液型等の検査（Ｒｈ血液型）

血液型等の検査（不規則抗体）

Ｂ型肝炎抗原検査

Ｃ型肝炎抗体検査

風疹抗体

血算検査（ヘモグロビン（ｇ／ｄｌ））

血算検査（ヘマトクリット（％））

血算検査（血小板（万／μｌ））

ＨＴＬＶ‐１抗体検査

子宮頸がん検診

要治療のむし歯有無

（ありの場合）要治療のむし歯本数

歯石

歯肉の炎症

把握日

妊娠期間

娩出日時

分娩経過

分娩方法

分娩所要時間

出血量（区分）

出血量（ｍｌ）

輸血（血液製剤を含む）の有無

出産時の児の状態（性別）

出産時の児の状態（出生児数）

出産時の児の状態（体重）

出産時の児の状態（身長）

項目

妊婦健診

妊婦歯科情報

出産の状況に係る情報

乳幼児健診（３歳児健診情報）

身長（ｃｍ）

体重（ｋｇ）

頭囲（ｃｍ）

蛋白

糖

潜血

診察所見‐身体的発育状況

診察所見‐精神発達

診察所見‐熱性けいれん

診察所見‐運動機能

診察所見‐神経系・感覚器系

診察所見‐血液系

診察所見‐皮膚

診察所見‐循環器系

診察所見‐呼吸器系

診察所見‐消化器系

診察所見‐泌尿生殖器系

診察所見‐先天性の身体的特徴

診察所見‐判定

眼科所見‐両眼

眼科所見‐右眼

眼科所見‐左眼

眼科所見‐眼位異常

眼科所見‐判定

眼科所見‐要経過観察（か月後）

耳鼻咽喉科所見‐聴力右

耳鼻咽喉科所見‐聴力左

耳鼻咽喉科所見‐判定

耳鼻咽喉科所見‐要経過観察（か月後）

育児環境等‐栄養

発達情報‐二語文

むし歯の状態

未処置のむし歯

処置済のむし歯

歯肉・粘膜

かみ合わせ

歯科健診情報

身体健診情報

項目

※マイナポータルのHPにおいて、自己情報取得APIで取得が可能な項目を公表

マイナポータル自己情報取得APIで取得可能な項目（例） 32



＜提供予定の法定健診の情報項目の例＞
肝炎ウイルス検診

問診 肝臓病歴、肝機能が悪いと言われた経験の有無

肝臓病歴、肝機能が悪いと言われた時期

広範な外科的処置歴の有無

広範な外科的処置時期

妊娠・分娩時の多量出血歴の有無

妊娠・分娩時の多量出血の時期

定期的な肝機能検査受診の有無

Ｂ型肝炎ウイルス検査の受診歴の有無

Ｂ型肝炎ウイルス検査の受診時期

Ｂ型肝炎治療歴の有無

Ｂ型肝炎治療時期

Ｃ型肝炎ウイルス検査の受診歴の有無

Ｃ型肝炎ウイルス検査の受診時期

Ｃ型肝炎治療歴の有無

Ｃ型肝炎治療時期

Ｂ型肝炎ウイルス検査情報 Ｂ型肝炎ウイルス検査判定

C型肝炎ウイルス検査情報 C型肝炎ウイルス検査判定

骨粗鬆症検診

問診 過去の検査判定

過去の精密検査の対象有無

現在の体重

現在の身長

骨折の既往歴

過去の骨折の部位

大腿骨近位部骨折の家族歴

喫煙習慣

飲酒量

ステロイド内服

関節リウマチ罹患

その他の既往歴

活動量（運動頻度）

月経の有無

閉経の理由

閉経年齢

その他問診事項

エックス線検査 エックス線検査骨量値

エックス線検査検査測定部位

エックス線検査検査判定

エックス線検査所見

超音波検査 超音波検査骨量値

超音波検査測定部位

超音波検査判定

超音波検査所見

骨粗鬆症検診の判定 骨粗鬆症検診の判定

項目

歯周疾患検診

問診 １日での歯をみがく頻度

歯間ブラシやフロスの使用頻度

過去１年間の歯科検診の受診の有無

喫煙歴

喫煙を開始した年齢

喫煙を止めた年齢

１日の平均喫煙本数

糖尿病罹患の有無

関節リウマチ罹患の有無

狭心症・心筋梗塞・脳梗塞罹患の有無

内臓脂肪型肥満の有無

妊娠の有無

その他全身の状態

歯周疾患検査 健全歯数

未処置歯数

処置歯数

喪失歯数

要補綴歯数

欠損補綴歯数

現在歯数

歯肉出血ＢＯＰ（１７または１６）

歯肉出血ＢＯＰ（１１）

歯肉出血ＢＯＰ（２６または２７）

歯肉出血ＢＯＰ（４７または４６）

歯肉出血ＢＯＰ（３１）

歯肉出血ＢＯＰ（３６または３７）

歯肉出血ＢＯＰ（最大値）

歯周ポケットＰＤ（１７または１６）

歯周ポケットＰＤ（１１）

歯周ポケットＰＤ（２６または２７）

歯周ポケットＰＤ（４７または４６）

歯周ポケットＰＤ（３１）

歯周ポケットＰＤ（３６または３７）

歯周ポケットＰＤ（最大値）

歯石の付着

口腔清掃状態

歯列咬合所見

顎関節所見

粘膜所見

その他所見

歯周疾患検診の結果 歯周疾患検診の判定区分

項目

※マイナポータルのHPにおいて、自己情報取得APIで取得が可能な項目を公表

マイナポータル自己情報取得APIで取得可能な項目（例） 33



特定健診項目

身長

体重

BMI

内臓脂肪面積

腹囲（実測）

腹囲（自己判定）

腹囲（自己申告）

既往歴

具体的な既往歴

自覚症状

自覚症状所見

他覚症状

他覚症状所見

収縮期血圧（その他）

収縮期血圧（2回目）

収縮期血圧（1回目）

拡張期血圧（その他）

拡張期血圧（2回目）

拡張期血圧（1回目）

採血時間（食後）

中性脂肪（可視吸光光度法）

中性脂肪（紫外線吸光光度法）

中性脂肪（その他）

ＨＤＬコレステロール（可視吸光光度法）

ＨＤＬコレステロール（紫外線吸光光度法）

ＨＤＬコレステロール（その他）

ＬＤＬコレステロール（可視吸光光度法）

ＬＤＬコレステロール（紫外線吸光光度法）

ＬＤＬコレステロール（計算法）

ＬＤＬコレステロール（その他）

non-HDLコレステロール

ＧＯＴ（ＡＳＴ）紫外線吸光光度法

ＧＯＴ（ＡＳＴ）その他

ＧＰＴ（ＡＬＴ）紫外線吸光光度法

ＧＰＴ（ＡＬＴ）その他

γ－ＧＴ（γ－ＧＴＰ）可視吸光光度法

γ－ＧＴ（γ－ＧＴＰ）その他

項目
血清クレアチニン（可視吸光光度法）

血清クレアチニン（その他）

血清クレアチニン（対象者）

血清クレアチニン（実施理由）

ｅＧＦＲ

空腹時血糖（電位差法）

空腹時血糖（可視吸光光度法）

空腹時血糖（紫外線吸光光度法）

空腹時血糖（その他）

随時血糖（電位差法）

随時血糖（可視吸光光度法）

随時血糖（紫外線吸光光度法）

随時血糖（その他）

ＨｂＡ１ｃ（免疫学的方法）

ＨｂＡ１ｃ（HPLC）

ＨｂＡ１ｃ（酵素法）

ＨｂＡ１ｃ（その他）

尿糖（機械読み取り）

尿糖（目視法）

尿蛋白（機械読み取り）

尿蛋白（目視法）

ヘマトクリット値

血色素量(ヘモグロビン値)

赤血球数

貧血検査実施理由

所見の有無

所見

対象者

実施理由

眼底検査（キースワグナー分類）

眼底検査（シェイエ分類：H）

眼底検査（シェイエ分類：S）

眼底検査（SCOTT分類）

眼底検査（Wong-Mitchell分類）

眼底検査（改変Davis分類）

眼底検査（その他の所見）

眼底検査（対象者）

眼底検査実施理由

メタボリックシンドローム判定

保健指導レベル

医師の診断（判定）

項目

服薬１（血圧）

服薬１（血圧）（薬剤名）

服薬１（血圧）（実施理由）

服薬確認者（血圧）

服薬２（血糖）

服薬２（血糖）（薬剤名）

服薬２（血糖）（実施理由）

服薬確認者（血糖）

服薬３（脂質）

服薬３（脂質）（薬剤名）

服薬３（脂質）（実施理由）

服薬確認者（脂質）

既往歴１（脳血管）

既往歴２（心血管）

既往歴３（腎不全・人工透析）

貧血

喫煙

２０歳からの体重変化

３０分以上の運動習慣

歩行又は身体活動

歩行速度

咀嚼

食べ方1（早食い等）

食べ方２（就寝前）

食べ方３（間食）

食習慣

飲酒

飲酒量

睡眠

生活習慣の改善

保健指導の希望

情報提供の方法

初回面談実施

項目

＜健診等情報の中で提供が開始された、特定健診項目＞

※マイナポータルのHPにおいて、医療保険情報取得APIで取得が可能な項目を公表

マイナポータル医療保険情報取得APIで取得可能な項目（例） 34
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＜利用用途、情報の項目 関連＞
• 一次利用と二次利用はきちんと分けて考えるのがよい。二次利用においても、例えば自治体等で地域や本人に間接的とはいえメ

リットがあるものと、それ以外のもの。特に開発、研究、創薬等に関するもの。しっかり分けて考える必要はある。（長島）
• 指針では最大限ここまでは提供可能ということを示し、個々には、それぞれの審査体制の中で、目的に応じてこの部分の情報をこ

ういう形で提供すべきというような議論をするというような整理がされるといい。（長島）
• レベル２というのは、ある程度患者が理解が及ぶ情報という意味で十分説明を受けた健診情報であるとのことだが、そこまで患者

の理解が進んでいないので、同意の範囲を超えたレベルの情報になるのではないか。レベル２とレベル３の線引きは非常に難しい。
昨年レベルを分けたのは良いが、これで本当にいいのか。（山本）

• 次世代医療基盤法は法律に基づくので直接行政が止めることができるが、情報銀行はガイドラインベース。出口のルール作りととも
に、担保する方法も考えていかないといけない。（山本）

• 情報のレベル区分のように、あらかじめ決めにくいのではないか。原理原則をここで決めて、あとは医療専門職の関与の下で、データ
倫理審査会に任せるということもありかと思う。（森）

＜公益の考え方 関連 ＞
• 「公益」をどう捉えるか。新薬開発や健康増進サービス開発は、幅広く国民にメリットをもたらすという意味では公益と考えられなくも

ないが、企業活動としての側面もある。どこまで想定して公益だと情報を渡す個人は考えているのか。純粋に民間企業の事業であ
るのであれば本人からこの点の理解を得ることが望ましいということも考えられる。（高口）

• 新しい医薬品の開発というものが公益になるとは思わない。（長田）
• 技術が発展するからこそ治療も進む。医療情報は、本人のためだけではなく、医療全体、あるいは社会のためにも使わなくてはいけ

ない情報で、用途の一部に当然ながらビジネスの分野があるのはやむを得ない。産業の協力を得ないとできないというのが医療の
本質。（山本）

• 本人のために、運動や食事の献立をお勧めしついでに関連する広告を見てもらうようなビジネスを考えたときに、公益性はほぼゼロ
であると言っていいかと思うが本人にとっても多少は利益になっているので、許容されないこともないと思う。逆もまたある。本人の利
益が多少なくとも、公益性が高ければ許容されていいのではないか。（森）

第１回WGにおける構成員コメント
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＜他の指針・GLとの関係 関連＞
• （情報銀行の）機能として、ＰＨＲ事業者と違い、例えば様々な情報の統合というメリットがある。そのような機能のためＰＨＲ

指針より厳しい基準が必要であるとか、機能とか役割、様々な制限なりルールの関係性の整理が必要。（長島）

＜本人の同意、医療専門職の関与・説明 関連＞
• 健康医療分野の要配慮個人情報は、一般の個人が十分に理解して同意をするというのは難しい。真に望ましい水準よりも過小

の同意は、本来であれば展開されるべきサービスが展開されず、過大な同意をしてしまうと、本人に思ってもみなかったリスクが降り
かかる。利用用途、対象情報の範囲、医療専門職の関与など、最低限のルールで、どのように同意をサポートしていくか、議論す
べき点。（高口）

• （本人の）コントロールの可能性というようなことも関わってくるのではないか。（長島）
• 自分の疾患、治療方法など、自分が病院で教えていただいていることが理解できているかというと難しい。かかりつけの医者、信頼し

ている先生だからお願いするのが患者であり、家族も同じ。情報を何にどう使うのかということを誰がどう説明するかは難しい。丁寧に
議論すべき（長田）

• 医療における同意というのは難しい。医療従事者の理解と同じく患者が理解できることはほとんどない。理解して同意するのではな
くて、説明する人を信じて同意を与えている。同意をオールマイティーにして情報の利活用を決めていくのは不安がある。本人を守る
仕組みとして、情報の出口を規制していく、出口での対策を考えるというのが大事。（山本）

• 医療情報における本人同意はオールマイティーではなく、本人の御理解にはどうしても限界がある。それを担保する意味で、本人が
何となく分かっているであろう、知らずに同意しても弊害が大きくないであろうというところ定め、それ以外のものは取り扱わないとし、
同意の限界を補完することができるのではと思う。（森）

• 医療専門職等も、利用目的についての判断が期待されるところ。有り体に言うとビジネスモデルのところから意見を聞く必要がある
のでは。（森）
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＜論点１ 利用用途とメリットの考え方（案） 関連 ＞
直接的な便益（１次利用）と間接的な便益（２次利用）について
• ２次利用の間接的な便益が、本人の同意があってもそれを認めないと決めてしまうのは、違和感がある。本人にメリットがない限り

使ってはいけないとするよりは、医療従事者も関わりながらリスクを探し、リスクがあるときはやめる仕組みのほうがよい。本人がメリット
を感じていてリスクがほぼゼロであれば、それを止めることまでする必要はない。本人が納得してやりたいと言っていることを止めること
はミニマムにしておくべきである。一次利用からまずはスタートさせて、次のステップで２次利用についてより前向きに検討する必要が
ある。

• よりヘルスケア領域のデータの活用が進んでいく中で、情報銀行がしっかりと信頼を得ながらデータをためてエビデンスをつくるという役
割等も求められてくると思うので、徐々に広げていく方向があってもいいと思う。（石見構成員）

• 利用者個人のためのみに利用なのか、少なくとも利用者個人のためにも利用なのかははっきりさせたほうがいい。既に別の分析結
果からこの人にはこの広告がいいというのが分かっているなら別であるが、その分析作業自体もこの１次利用のデータで行うとすれば、
利用者個人のためのみに利用ということではなくなる。（高口構成員）

• 匿名加工情報の２次利用は、スコープの中に入るべき。１次利用と分類されているサービスもそうだが、サービスがビジネスとして成
立するためには、当然ながらサービスの要求の分析はされるので、個人のための利用目的ではなく、２次利用の話と大差はない。
個人情報保護法で匿名加工したデータは、元が要配慮個人情報であろうと同意なく第三者提供できるので、これは情報銀行も
同じだと思う。情報銀行認定は上乗せのガイドラインとして機能するので、条件が加わるのは当然だと思う一方で、できないというの
はおかしい。次世代医療基盤法というのは全く別のスキームであり、情報銀行の場合は直接個人から情報を預かって、それを匿名
加工して出すので、これはごく普通の個人情報保護法でいう匿名加工情報の扱いに相当するので、禁止のニュアンスはやり過ぎで
あり、今後の検討としておいた方がいい（山本構成員）

• 情報銀行で匿名加工情報を扱っていいということになると、匿名加工の加工方法についても認定する必要も生じるため、認定の
作業は増える。WGではなく、親会の検討会で議論するような情報銀行認定の一般論として、個人情報だけなのか匿名加工情
報だけなのかということは、今後検討すべきことではある。（森主査）

第２回WGにおける主な構成員コメント
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＜論点１ 利用用途とメリットの考え方（案） 関連 続き＞
「明確な便益」について
• 要配慮個人情報なので、しっかり安全性を担保することは重要だが、曖昧である明確な便益を強調するよりは、不利益がありそう

なサービスに対して歯止めをかけられるようなロジックのほうが、情報銀行の発展・サービスを受ける人たちにとっていいのではないか。
（石見構成員）

• 明確な便益を定義することが難しいのは確かにあると思うが、結局最後は便益が提示されたときに本人が情報の提供に乗るかどう
かを判断するため、明確な便益だと本人が思わなければ情報は提供しないという判断ができる。特に医療であれば、専門的な見
地から見て明確な便益と捉える人もいるというぐらいの幅広な定義でもいいのではないか。（高口構成員）

• 利用者個人の同意に基づいているのが大前提だが、明確な便益がない場合には、個人の同意があっても明確な便益がないと利
用、提供できないと明確に書くべき。

• データ倫理審査会において明確な便益について判断、審査をする場合に判断が出来ない、出来てもバラバラということにならない
ように、明確な便益とは何なのか、本人に適した商品・サービスの提供の「適した」とは何なのかということの基本的な考え方として
示す必要がある。

• 医学的な有用性とか安全性なども含めて、利用者にとって明らかな便益がない場合に情報提供する、あるいはそれが利用されるこ
とは、本人にとって不利益が生じる可能性がある。包括信託があり得るので、よりレベルの高い意味で、「明確な」という用語が適切
かどうかは別として、しっかりと便益が確認できる必要があり、単にリスクがないだけでは駄目ではないか。（長島構成員）

• 明確な便益と言えない利用用途について、「明確な便益がある主たる利用用途と併せて提供される場合に限り容認」と書いてあ
るが、あたかも科学的知見に基づかないものも明確な便益と一緒なら提供していいと読めてしまうので、文章化する際は適切な表
現にする必要がある。（長田構成員）

• 明確な便益とは、本人が望むものなのか、それとも本人に本当に科学的にメリットがあるのかによって大分変わるので、この定義は
はっきりしないといけない。（山本構成員）

第２回WGにおける主な構成員コメント
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＜論点３ 医療専門職の関与 対応方針（案）の整理 関連＞
• 認定時、更新時は、認定団体の中に医療専門職が何らかの形で入る、あるいはデータ取得、第三者提供のときもデータ倫理審

査会の中に医療専門職が、必ず一定数入るようにするという仕組みの問題等で解決できると思うが、かかりつけ医等がデータ委任
時において考えるというのは全く建てつけが異なる。かかりつけ医がどのような形で関わるのか、データ利用のときに必要な要件になる
のかという考え方の整理が必要となるとともに、判断するための分かりやすい情報が提供されていない限り、かかりつけ医も判断のし
ようがないので、ここは別にしっかり考える必要がある。（長島構成員）

• 認定を受ける事業者側について、認定時に確認ということになっているが、認定するときに既に情報銀行というのはビジネスモデルを
持って複数、または一つの提供先を連れてやってくる。例えば科学的知見に基づかないようなものであると、土台駄目ということに
なってしまうので、認定時以前、ビジネスモデルの設計時から、医療専門職の関与というのは事実上必要とされるのではないかと思
うので、認定時に確認すべき事項として書いてほしい。（森主査）
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